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	３月１日の副町長交渉は２時間におよびました。交渉結果を踏まえ、９日の全国統一行、
	
	
	動を背景に本日、次の３項目を重点交渉事項として、町長交渉を行います。











	地域再生のため、全国を飛び回り、街おこしの相談にのっている木村氏。大切にしていることは、地域の人たちを「その気にさせる」ことだ。地域再生の主役は地元の人たち。「動き出せば、何かが変わる」と信じて、小さなことでも、何か行動を起こすことが大事なの
	
	
	だ。木村氏は「よそものの」の目で、地元の人たちが気づいていない魅力や可能性を指摘する。地元の人にとっては、身近なだけに、価値を見いだせずにいることが意外に多いのだという。「魅力は、あなたたちの中にある」それが、木村氏が最も伝えたいメッセージだ。





	本日、第４回安全衛生委員会が行われます。先にご案内のとおり、議題のひとつが「喫煙対策」です。12月26日の安全衛生委員会では「労働安全衛生法改正案によると、職場の受動喫煙も原則全面禁煙とされている。現在、喫煙室を設けているが煙が漏れている状況。完全分煙にできないのであれば全面禁煙にするしかない。職員の健康障害防止という観点から、法改正後は全面禁煙に向けて検討していきたい」ということで了承されています。
法案は、昨年12月2日に閣議決定されて臨時国会に提出され、今通常国会に継続審議となっています。内容は「事業者は、労働者の受動喫煙を防止するため、屋内作業場等について、専ら喫煙のために利用されることを目的とする室を除き、喫煙を禁止する等の措置を講じなければならない」となっています。
	
	
	既に2010年2月25日の厚生労働省健康局長通知では「多数の者が使用する公共的な空間は原則として全面禁煙であるべき」とされています。ガイドラインの喫煙室の基準は「室内の煙と粉じん濃度は0.15mg/m3以下、非喫煙場所から喫煙室に向って0.2m/秒の速さで空気が流れ込むようにしなければならない」で、現在の喫煙室でクリアするのは困難です。労働者が就労中に喫煙者の煙から逃れるために職場を離脱することはできません。法律は、非喫煙の労働者の保護が目的です。

一方で、喫煙自体は個人の意思が尊重されるべきで、喫煙室の撤去が事実上、禁煙を強要することに繋がるとすれば疑問があります。喫煙者の労働と喫煙の両立、非喫煙者と働き続けられる職場環境について、議論と知恵が必要だと考えます。　（委員長 山田新治）
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内閣官房 地域活性化伝道師、地域活性学会理事として全国各地で講演や地域おこしのアドバイス／東京農業大学客員教授／日本青年会議所アドバイザー兼地域プロデューサー育成塾塾長
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３月５日(月) 町長交渉


　　６日(火) 第７回執行委員会


　　７日(水) 第３回職場集会（交渉結果、全国町村職総決起集会の参加報告／田古有沙さん）


　　９日(木) 全国統一２９分時間内くい込み集会、超勤拒否・出張拒否


１０日(土) 13：00　2012春季生活闘争勝利！網走管内総決起集会　北見市芸文ホール








【町長交渉　重点交渉事項】





１．現行賃金水準を維持・改善、賃金を平均10,500円（2.6％）引き上げ。など


回答書：給与制度については、これまで同様、人事院勧告を尊重しつつ労使の合意を基本に協議を行っていきたい。なお、現在、検討中の人事院勧告制度の行方を注視し、制度変更となる場合は、新たな対応を考えたい。現状、財政を理由とした基本賃金の削減等は考えていない。なお、地方公務員をめぐる状況の変化が目まぐるしいことから、基本賃金等についてお互いに情報交換や、研究をしながら対応を図っていきたい。





２．国公制度改革関連4法案の早期成立、地公関連法律案の早期明示と成立などを政府や国会へ働きかけること。


回答書：政府・国会に対する要請書の提出は今のところ考えていない。組合役員の人事異動の事前協議は従前どおり。





３．2013年度の職員採用について、有資格者や長期にわたる臨時職員の正規職員化など、職場実態を踏まえた採用をすること。


保健師や技術技師、社会福祉士について業務の実態や専門性を把握した上で、適切な人員確保及び人材育成を行うこと。


回答書：職員採用は、２４年度に向けて既に事務職３名の採用を内定したが、２３年度中途退職の保健師１名の補充は難しい状況となっている。専門性を有する職員の採用など、引き続き定員管理計画に基づき、可能な限り先を見越した人事管理に努めていきたい。臨時職員の処遇については、「２．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善」で回答のとおり。保健師や技術技師、社会福祉士については、いずれも定員管理計画を踏まえて適期に配置できるよう努力したい。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


